
単位：百万円（　）内は構成比

下水道事業
（企業会計）

収益的収入
及び支出

資本的収入
及び支出

235,572 百万円

184,840 百万円 公的
資金

政府資金

基金

債権 195 百万円

52 百万円有価証券

合計

180 百万円

※表内の各数値は端数処理されているため、実際の数値と比べて若干の差が発生している場合があります。

一時借入金の現在高

全　会　計　（３月末現在）
236,077 百万円

建物 36,758 百万円 35,879 百万円
地方公共団体

金融機構 28,670 百万円

26,260 百万円

合計 87,182 百万円出資による権利 699 百万円 699 百万円

13,059 百万円 14,427 百万円 その他

32,252 百万円

年度末現在高

18,034 百万円

757 百万円 1,402 百万円

12,740 百万円 13,329 百万円

67,303 百万円 69,544 百万円

国民健康保険事業 21,745 百万円 21,745 百万円

4,653 百万円

18,034 百万円

3,572 百万円 3,572 百万円

資本的収入
及び支出

収益的収入
及び支出病院事業

（企業会計）

後期高齢者医療事業

6,809 百万円

0

合　　　　計

7,121 百万円

土地 184,809 百万円

52 百万円

（令和５年６月１日作成）

市有財産現在高 ３年度末 ４年度末 借入先

3,334 百万円

会　　　　　計 歳入 歳出

介護保険事業

一般会計の性質別歳出

45,464 

11,746 

9,362 

7,751 

6,406 

5,571 

2,521 

2,774 

令和５年度 当初予算

一般会計の状況

市有財産現在高

15,191 

13,472 

8,979 

5,932 

5,889 

4,448 

1,296 

1,196 

184 

扶助費

物件費

人件費

補助費等

公債費

繰出金

普通建設事業費

維持補修費

貸付金

その他

●一般会計・・・行政を運営するため

の基本的な経費をまとめた市の中心

的な会計です。市税を主な財源とし

ています。

●特別会計・・・特定の事業を行う場

合､一般会計と区別し編成された会

計です｡

独立採算性を原則とする企業的色

彩の強い事業を行う場合に、法律等

に基づいて設置されます。

●企業会計・・・企業の効率的な

経営管理と業務の発展を考え、

利用者からの料金を主な財源とする

会計です。

財政用語の豆知識

37,280 

2,498 

1,577 

4,510 

23,312 

6,494 

6,301 

4,930 

4,693 

令和４年度 補正後予算

特別会計・企業会計の状況

一般会計の状況

特別会計・企業会計の状況

38,177 

2,470 

1,571 

4,277 

16,967 

6,651 

5,650 

4,534 

4,683 

76,753円

48.9%
62,763円
39.9%

9,041円

5.8%

7,293円

4.6% 1,268円
0.8%

市民一人当たり市税負担額

157,118円

市民税

固定資産税

都市計画税

市たばこ税

軽自動車税

※令和５年度当初予算額 及び

令和５年４月１日 現在の統計をもとに作成

75,604円

49%61,292円

39.7%

8,889円

5.8%

7,327円

4.7% 1,215円

0.8%

市民一人当たり市税負担額

154,327円

市民税

固定資産税

都市計画税

市たばこ税

軽自動車税

※令和４年度補正後予算額 及び

令和４年４月１日 現在の統計をもとに作成

42,470

10,770

7,829

7,276

5,932

5,697

2,617

2,389

市民一人当たりの歳出 市民一人当たりの性質別歳出

令和５年４月１日 現在
人＠口： ２４２，９８３ 人
世帯数： １１４，７４１ 世帯
面＠積： ２７．０９ k㎡

地方自治法第２４３条の３第１項及び大和市財政状況の作成

および公表に関する条例の定めるところにより、財政状況を

次のとおり公表します。

令和５年６月１日 大和市長 古谷田 力

　　　　　 歳入 ８４９億８千万円

　　歳出 ８４９億８千万円

（単位：百万円）（単位：百万円） 歳入 ６０８億２千４百万円

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

●「令和４年度 補正後

予算」とは、それぞれの

会計における令和４年

度当初予算と、同年度

に編成された全ての補

正予算の補正額を合計

したものです。
（決算額とは異なります｡）

「補正後予算」とは

　　　　　 歳入 ９１６億円

　　歳出 ９１６億万円

使用料及び

手数料

自主財源

４４，３８０

（百万円）

市が自主的

に収入できる

財源

市税

諸収入

その他

依存財源

４０，４２０

（百万円）

国や県から

の交付金・

借入金

国庫支出金

県支出金

地方消費税

交付金

市債

その他

使用料及び

手数料

自主財源

４５，８６５

（百万円）

市が自主的

に収入でき

る財源

市税

諸収入

その他

依存財源

４５，７３０

（百万円）

国や県から

の交付金・

借入金

国庫支出金

市債

県支出金

地方消費税

交付金

その他

公共施設の使用料や住民票の交

付手数料など

市民税、固定資産税、軽自動車

税、市たばこ税など

預金利子や雑入など、他の収入科

目に含まれない収入

繰入金(財政調整基金等の取り崩

し)、繰越金、寄付金など

国から交付される補助金、負担金

など

国や金融機関から借り入れる資金

県から交付される補助金、負担金

など

消費税10%のうち22/100が地方消

費税、そのうち1/2を市町村に交付

(所得税や法人税等の国税から一定

額を国が交付する税)地方特例交付

金など

民生費

土木費

衛生費

総務費

教育費

公債費

消防費

その他

社会・児童福祉など社会生活を保障

するために必要な経費

予防接種やゴミ処理など、健康で衛

生的な生活のための経費

道路や河川の整備、まちづくり関連

経費など

市役所を運営するための全般的な経

費

小・中学校、生涯学習などの教育関

連経費

市債の元金や利子の償還金

生活の安全を守る消防活動費

商工費、労働費、議会費、農林費、

予備費、災害復旧費など

28,393

市債現在高（企業会計含む）

歳入 歳出

国民健康保険事業 22,287百万円 22,287百万円

会　　　　　計

介護保険事業

13,150百万円 13,729百万円

18,724百万円 18,724百万円

後期高齢者医療事業 3,494百万円 3,494百万円

下水道事業
（企業会計）

収益的収入
及び支出 7,237百万円 6,909百万円

資本的収入

及び支出 1,910百万円 3,228百万円

資本的収入

及び支出

病院事業
（企業会計）

収益的収入

及び支出

1,174百万円 1,556百万円

合　　　　計 67,976百万円 69,927百万円

民生費 174,783円

衛生費 44,323円

総務費 32,221円

教育費 29,945円

公債費 24,414円

土木費 23,446円

10,772円

その他 9,832円

合計 349,736円

消防費

その他

合計

116,852円

62,520円

55,444円

36,952円

24,414円

24,236円

18,306円

5,332円

4,924円

756円

349,736円

公債費

繰出金

普通建設事業費

維持補修費

貸付金

扶助費

物件費

人件費

補助費等


